
「構造塾」2024
「能登半島地震」被害から見えてくる



◆佐藤 実（さとう みのる）
株式会社M’s（エムズ）構造設計
代表取締役
「構造塾」塾⾧

「構造塾」
建築士、建築業者向け構造研修
Web版「構造塾」チャンネル

コンサルティング
「構造計画」ルール・構造計算内製化コンサルティング（企業向け）
構造計算技術者育成コンサルティング（個人向け）



◆佐藤 実（さとう みのる）
YouTube「構造塾」チャンネル
木造住宅の耐震関連情報発信
「構造塾」塾⾧

「構造塾」家づくり応援・業者マップ
高性能な住宅をつくる全国の優良業者リスト
*エントリー無料、紹介料なし

SNSでの情報発信
Facebook、X（旧Twitter）、Instagram、アメブロ、note
YouTubeサブチャンネル「伝え方」講座、Voicyなど



著書「ぜんぶ絵でわかる建物の壊れない仕組み」



著書「楽しく分かる!木構造入門［増補改訂版］」



音声配信プラットフォームVoicyスタート



能登半島地震の現地調査

4号特例縮小の落とし穴

いつまで耐震等級１にしがみつくのか



能登半島地震
輪島市現地調査

(20240131)



能登半島地震 輪島市現地調査



能登半島地震 輪島市現地調査
能登半島 輪島市

2016年熊本地震
熊本県 益城町



能登半島地震 輪島市現地調査
能登半島

2016年熊本地震
熊本県 益城町

12km











能登半島地震
輪島市現地調査

(20240228)



能登半島地震 輪島市門前町現地調査



2007年能登半島地震

震度6強



構造躯体の「倒壊防止」
極めて稀に（数百年に一度程度）発生する地震による力

に対して倒壊、崩壊等しない程度
（例えば東京を想定した場合、気象庁の震度階で震度6強から震度7程度）

構造躯体の「損傷防止」
稀に（数十年に一度程度）発生する地震による力

に対して損傷を生じない程度
（例えば東京を想定した場合、気象庁の震度階で震度5強程度）

耐震等級１（仕様規定）の要求性能

震度5強程度
住み続けることができる

震度6強から7程度
命を守るけど

住み続けることはできない



ダメージの蓄積による倒壊

損傷なし
耐震性能あり

能登半島地震
震度６強

2007年

損傷
耐震性能低下

能登半島地震
震度６強

倒壊

2024年





能登半島地震
珠洲市現地調査

(20240327)



能登半島地震 珠洲市現地調査



珠洲市の状況を
ストリートビューで確認



Googleマップ ストリートビュー



Googleマップ ストリートビュー

2023年9月



Googleマップ ストリートビュー

2024年1月



Googleマップ ストリートビュー

2024年1月



Googleマップ ストリートビュー

2024年1月



Googleマップ ストリートビュー

2024年1月



Googleマップ ストリートビュー

2024年1月



能登半島地震
被害調査報告



能登半島地震 震度分布



能登半島地震 震度分布



能登半島地震



能登半島地震 悉皆調査



2016年熊本地震 悉皆調査



木造住宅耐震基準の変遷

既存建物の新築年より耐震基準を推測する
→木造住宅は４号特例があるので注意

平成12年
建築基準法改正

四分割法・N値計算など追加

昭和56年
建築基準法改正
壁量基準強化

＊現在の壁量計算・壁倍率
昭和25年

建築基準法制定

昭和34年
建築基準法改正
壁量基準強化

昭和56年～平成12年
（1981年～2000年）

新耐震基準
劣化に問題がなければ
一応安全と考える

平成12年～
（2000年～）
現行耐震基準
耐震性能は高い

昭和34年
旧耐震基準

昭和25年
旧耐震基準

昭和56年
（1981年）
新耐震基準

平成12年
（2000年）
新耐震基準+α
現行耐震基準

～昭和56年
（～1981年）
旧耐震基準

耐震性能は低い



構造躯体の「倒壊防止」
極めて稀に（数百年に一度程度）発生する地震による力

に対して倒壊、崩壊等しない程度
（例えば東京を想定した場合、気象庁の震度階で震度6強から震度7程度）

構造躯体の「損傷防止」
稀に（数十年に一度程度）発生する地震による力

に対して損傷を生じない程度
（例えば東京を想定した場合、気象庁の震度階で震度5強程度）

耐震等級１（仕様規定）の要求性能

震度5強程度
住み続けることができる

震度6強から7程度
命を守るけど

住み続けることはできない



「構造塾」2024
4号特例縮小の落とし穴



❖ ４号特例縮小の落とし穴
耐震を真剣に考えよう!



品確法施行
・耐震等級3

建築基準法改正
・令46条壁量計算

1981年

建築基準法改正
・4号特例施行

1984年

阪神淡路大震災
・壁の配置バランス
・柱頭柱脚の接合方法
必要性を確認

1995年

建築基準法改正
・四分割法
・N値計算など

2000年

熊本地震
・耐震等級3倒壊ゼロ

2016年

⾧期優良住宅の認定基準見直し
・断熱等性能等級5（ZEH水準等）
・一次省エネルギー消費量性能等級6
・耐震等級2
（品確法の計算 :等級3）＊一時的措置
（許容応力度計算:等級2）

2022年

建築物省エネ法改正
建築基準法改正
・断熱等性能等級4
・4号特例縮小
（壁量増加、柱の小径強化）

2025年

建築物省エネ法改正
建築基準法改正
・断熱等性能等級5
（ZEH水準等）
・仕様規定構造部分強化
（壁量増加、柱の小径強化）

2030年

木造住宅に関連する法改正ロードマップ



省エネ法改正:省エネ基準義務化
↓

建物重量増
壁量見直し、柱の小径見直し

↓

確認申請で構造チェック→特例範囲縮小
↓

新２号、新３号建築物→４号建築物廃止

POINT



2025年仕様規定の変更部分

省エネ基準義務化
建物重量増加

鉛直荷重
柱の小径の強化

水平荷重
壁量の強化



そもそも
４号特例とは何か?



階数2階建て以下

延床面積500㎡以下

最
高
高
さ
13
ｍ
以
下

最
高
軒
高
9ｍ

以
下

４号建築物の仕様規定 ３つの簡易計算と８つの仕様ルール

仕様規定は11項目

4号建築物
（建築基準法第6条1項4号）

仕様規定
（簡易な構造安全性検討）

仕様規定

品確法の
計算

許容応力度
計算

性能評価住宅
⾧期優良住宅 木造３階建て４号建築物



４号特例とは（建築基準法第6条の4）

建築士が必ず検討する

確認申請時に提出義務がない

４号特例

第三者のチェック無し→建築士の全責任!

仕様規定
（簡易な構造安全性検討）

4号建築物
（建築基準法第6条1項4号）



2025年建築基準法改正
４号特例縮小とは?



建築基準法第6条 どこが変わるの?

階数2階建て以下

延床面積500㎡以下

最
高
高
さ
13
ｍ
以
下

最
高
軒
高
9ｍ

以
下

改正前:建築基準法第6条

4号建築物
（特例あり）

改正部分
最高高さ:13ｍ以下 → 16ｍ以下
最高軒高:9ｍ以下 → 制限なし
階 数:2階建て以下 → 2階建て以下（平屋建て）
延床面積:500㎡以下 → 300㎡以下（200㎡以下）

階数2階建て以下

延床面積300㎡以下

平屋建て

延床面積200㎡以下

最
高
高
さ
16
ｍ
以
下

（
軒
高
制
限
な
し
）

最
高
高
さ
16
ｍ
以
下

（
軒
高
制
限
な
し
）

改正後:建築基準法第6条

2号建築物の一部
（特例なし）

3号建築物
（特例あり）



４号特例とは（建築基準法第6条の4）

建築士が必ず検討する

3号建築物のみ特例が残る

３号特例

一部、確認申請時に提出義務がない
最高高さ16ｍ以下

かつ
平屋建て
かつ

延床面積200㎡以下

3号建築物

仕様規定でOK
特例あり

基本、確認申請時に提出義務

2号建築物の一部

仕様規定でOK
特例なし

特例なし



✕仕様規定が無くなり、木造2階建ても
「許容応力度計算」が義務化になる
→なりません!
本音は、許容応力度計算義務化になって欲しい!!

✕これから壁量計算をしなければいけない!
→現在も壁量計算は義務化です

よくある勘違い



４号特例縮小関連 新情報
2023年8月発表

2023年11月より説明会
2024年10月より説明会



品確法施行
・耐震等級3

建築基準法改正
・令46条壁量計算

1981年

建築基準法改正
・4号特例施行

1984年

阪神淡路大震災
・壁の配置バランス
・柱頭柱脚の接合方法
必要性を確認

1995年

建築基準法改正
・四分割法
・N値計算など

2000年

熊本地震
・耐震等級3倒壊ゼロ

2016年

⾧期優良住宅の認定基準見直し
・断熱等性能等級5（ZEH水準等）
・一次省エネルギー消費量性能等級6
・耐震等級2
（品確法の計算 :等級3）＊一時的措置
（許容応力度計算:等級2）

2022年

建築物省エネ法改正
建築基準法改正
・断熱等性能等級4
・4号特例縮小
（壁量増加、柱の小径強化）

2025年

建築物省エネ法改正
建築基準法改正
・断熱等性能等級5
（ZEH水準等）
・仕様規定構造部分強化
（壁量増加、柱の小径強化）

2030年

木造住宅に関連する法改正ロードマップ





2025年仕様規定の変更部分

省エネ基準義務化
建物重量増加

鉛直荷重
柱の小径の強化

水平荷重
壁量の強化

















https://www.howtec.or.jp/publics/index/411/

■新しい壁量等の基準（案）に対応した設計支援ツール（案）
公益社団法人 日本住宅・木材技術センター

■資料ライブラリー
国土交通省
https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/04.html?fbclid=IwAR1YepOb6MyYM8pnuNF-
QG01qNqVVxjRMH4jAP9LXgQA3awNfOBTTvbboW4#cont1

法改正関連リンク



https://www.howtec.or.jp/publics/index/411/

■新しい壁量等の基準（案）に対応した設計支援ツール（案）
公益社団法人 日本住宅・木材技術センター

法改正関連リンク



■４号特例縮小、主な変更点
・壁量計算の見直し
・柱の小径の見直し

POINT



仕様規定の変更点

「壁量基準の見直し」の注意点









構造躯体の「倒壊防止」
極めて稀に（数百年に一度程度）発生する地震による力

に対して倒壊、崩壊等しない程度
（例えば東京を想定した場合、気象庁の震度階で震度6強から震度7程度）

構造躯体の「損傷防止」
稀に（数十年に一度程度）発生する地震による力

に対して損傷を生じない程度
（例えば東京を想定した場合、気象庁の震度階で震度5強程度）

耐震等級１（仕様規定）の要求性能

震度5強程度
住み続けることができる

震度6強から7程度
命を守るけど

住み続けることはできない



2025年仕様規定の変更 壁量計算の注意点

震度5強
程度

震度6強～7
程度



2025年仕様規定の変更 壁量計算の注意点

震度5強
程度

震度5強
程度

震度6強～7
程度

震度6強～7
程度



４号建築物の仕様規定

実は「落とし穴」がたくさん!



階数2階建て以下

延床面積500㎡以下

最
高
高
さ
13
ｍ
以
下

最
高
軒
高
9ｍ

以
下

４号建築物の仕様規定 ３つの簡易計算と８つの仕様ルール

仕様規定は11項目

4号建築物
（建築基準法第6条1項4号）

仕様規定
（簡易な構造安全性検討）



横架材の欠込み



仕様規定は安全なのか?

梁の曲げ性能の確認（断面係数Z）
断面係数Zが大きいと、曲げ性能が高い

梁断面:120mm×290mm
断面係数Z=b･h2/6

＝120×290×290/6
＝1,682,000mm3

梁の曲げ性能の確認（断面係数Z）
断面係数Zが大きいと、曲げ性能が高い

梁断面（欠損除く）:120mm×290mm
欠損ありの断面係数Ze＝0.6Z

=0.6×b･h2/6
＝

0.6×120×290×290/6
＝1,009,200mm3

欠損を残したままの梁は、

欠損部分をすべてなくした梁よりも曲げ性能が

40％低くなる

欠損を残したままの梁 欠損部分をすべてなくした梁



階数2階建て以下

延床面積500㎡以下

最
高
高
さ
13
ｍ
以
下

最
高
軒
高
9ｍ

以
下

４号建築物の仕様規定 ３つの簡易計算と８つの仕様ルール

仕様規定は11項目

4号建築物
（建築基準法第6条1項4号）

仕様規定
（簡易な構造安全性検討）



仕様規定は「壁量等の検討」のみ・・・

◎○○

◎○△

◎○△

壁量等の検討

部材の検討

地盤・基礎の検討

①仕様規定の計算
（最低基準）

②品確法の計算 ③許容応力度計算
（構造計算）



建築士が「設計」していなければ、誰も設計していない

誰かが「設計しているはず」という勘違いで建築されている?



４号特例縮小対応
簡単なようで

落とし穴がいっぱい!

→構造計算した方が安全

POINT



許容応力度計算を
行っていれば

法改正に都度対応不要

POINT



❖ いつまで耐震等級１にしがみつくのか
耐震等級３を目指そう!



建築基準法改正
・4号特例施行

1984年

木造住宅に関連する法改正ロードマップ

建築基準法改正
・令46条壁量計算

1981年



建築基準法改正
・令46条壁量計算

1981年

建築基準法改正
・4号特例施行

1984年

建築基準法改正
・四分割法
・N値計算など

2000年

木造住宅に関連する法改正ロードマップ
阪神淡路大震災
・壁の配置バランス
・柱頭柱脚の接合方法
必要性を確認

1995年



建築基準法改正
・4号特例施行

1984年

建築基準法改正
・四分割法
・N値計算など

2000年

耐震等級１はアップデートされていない

2024年

耐震等級１
43年前の壁量計算基準建築基準法改正

・令46条壁量計算

1981年

耐震等級１
24年前の基準

なぜ、アップデートされないのか?
「安全な家」の認識の違い

ここがポイント!



構造躯体の「倒壊防止」
極めて稀に（数百年に一度程度）発生する地震による力

に対して倒壊、崩壊等しない程度
（例えば東京を想定した場合、気象庁の震度階で震度6強から震度7程度）

構造躯体の「損傷防止」
稀に（数十年に一度程度）発生する地震による力

に対して損傷を生じない程度
（例えば東京を想定した場合、気象庁の震度階で震度5強程度）

耐震等級１（仕様規定）の要求性能

震度5強程度
住み続けることができる

震度6強から7程度
命を守るけど

住み続けることはできない



一般社団法人 くまもと型住宅生産者連合会:耐震等級3のススメ

耐震等級１の耐震性能

一般的な認識

「安全な家」
大地震でも

住み続けることができる!

建築基準法の最低基準

「安全な家」
一度だけ命を守る

住み続けることは考えていない



建築基準法改正
・令46条壁量計算

1981年

建築基準法改正
・4号特例施行

1984年

阪神淡路大震災
・壁の配置バランス
・柱頭柱脚の接合方法
必要性を確認

1995年

建築基準法改正
・四分割法
・N値計算など

熊本地震
・耐震等級3
倒壊ゼロ

2016年

木造住宅に関連する法改正ロードマップ

品確法施行
・耐震等級3

2000年



一般社団法人 くまもと型住宅生産者連合会:耐震等級3のススメ

耐震等級３の耐震性能

耐震等級３の

「安全な家」
大地震でも

住み続けることができる!

建築基準法の最低基準

「安全な家」
一度だけ命を守る

住み続けることは考えていない



住み続けることのできる家

POINT



❖ 構造から考えるコストダウン
実は2種類ある



２種類のコストダウン方法

コストダウン方法１
災害時コストで考える

コストダウン方法２
「構造計画」ルールによる設計



❖ 災害時コストを考える
コストダウン方法１



災害時コストを考える

耐震等級1
構造計算費用 0円
工事費増額分 0円

耐震等級3（延床面積30坪）
構造計算費用 30万円
工事費増額分 60万円
（坪1～2万円UP）
性能評価等申請費用 20万円
＊追加費用 約110万円

耐震等級1
補修費用 数百万円
場合によっては解体・・・

耐震等級3
補修費用 0円
住み続けることができる

＊地震保険の1/2割引
＊金利優遇、税制優遇



大地震が来なかったら
耐震等級３は
損じゃない??



耐震等級３にしたのに
大地震が来なかったら

それは、ラッキーなこと!



❖ 「構造計画」ルールによる設計
コストダウン方法２



構造計画の実践
（現在建築中の平屋建て物件）





































「構造計画ルール」特集
2024年11月27日発売






